
品川区母子等緊急一時保護実施要綱 

制定 平成 ４年 ９月１８日福祉事務所長決定 

要綱第 １０号 

改正 平成１３年 ３月２９日 

改正 平成１５年 ４月 １日 

改正 平成２１年３月３１日決定要綱第３２２号 

改正 平成２６年９月３０日決定要綱第１３３号 

改正 平成２７年３月１６日決定要綱第２３８号 

改正 平成３１年１月３１日決定要綱第１２７号 

改正 令和 ２年３月１８日決定要綱第 ５９号 

改正 令和 ３年６月２４日決定要綱第１９７号 

改正 令和 ４年４月 １日決定要綱第 ９７号 

 (目的) 

第 1 条 この要綱は、緊急に保護を必要とし、適当な施設に入所させることができな

い女性および母子（以下「母子等」という。）を一時的に保護すること（以下「緊

急一時保護」という。）により、適切な処置を講ずるまでの間の応急的な措置を図

ることを目的とする。  

（施設） 

第２条 緊急一時保護は、次に掲げる条件を備える施設を有する者に対し、区長が委

託して行う。 

 ⑴ 入所後直ちに生活することができる必要最低限の設備、用具等を備えた居室を

有すること。 

 ⑵ 緊急の受入体制が常時整っていること。 

（対象者） 

第３条 緊急一時保護の対象者（以下「対象者」という。）は、区内に住所を有し、

または区内に避難してきた母子等で、緊急に保護を必要とするものとする。ただし、

次に掲げる者は、対象者としない。 

 ⑴ 疾病により、医療機関に入院する必要のある者 

 ⑵ 心身の障害により、常時介護を要する者 

 ⑶ 伝染性疾患がある者 

 ⑷ 施設の管理運営に支障をきたすおそれがあると認められる者 

 ⑸ 前各号に掲げる者のほか、区長が適当でないと認めるもの 

 (緊急一時保護の申請等) 

第４条 対象者は、緊急一時保護申請書（第１号様式）により区長に申請しなければ

ならない。この場合において、区長が一時保護について緊急性があると認める場

合その他の特段の事情が認める場合は、緊急一時保護申請書を事後に提出させる

ことができる。 

 (緊急一時保護の決定) 

第５条 区長は、前条の規定による申請の内容を審査の上、適当と認めるときは、対



象者の緊急一時保護の実施を決定し、当該対象者に対し緊急一時保護決定通知書

（第２号様式）により通知するともに、緊急一時保護利用依頼書（第３号様式）

により第２条の規定による受託者に対し利用の依頼をする。 

 (緊急一時保護の期間) 

第６条 緊急一時保護の期間は、１４日以内とする。ただし、区長が特別な理由があ

ると認めたときはこの限りではない。 

 (緊急一時保護の解除) 

第７条 区長は、緊急一時保護を利用する者（以下「利用者」という。）が次の各号

のいずれかに該当するときは、緊急一時保護を解除し、利用者に対し緊急一時保護

解除通知書（第４号様式）により通知するものとする。 

 ⑴ 緊急一時保護の必要がなくなったと認められるとき 

 ⑵ 居室または貸与物品を転貸し、または他の目的に使用したとき 

 ⑶ 利用者以外の者を居室に宿泊させ、または宿泊させようとしたとき 

 ⑷ 施設の秩序もしくは風紀を乱し、または他者の迷惑となる行為を行ったとき 

 ⑸ 第３条各号に定める事由に該当することとなったとき 

 ⑹ 前各号に該当するもののほか、区長が不適当と認めるとき 

 (委任) 

第８条 この要綱の実施について必要な事項は、別に定める。 

付則 

改正後の要綱は、平成１５年４月１日から適用する。 

付則 

改正後の要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

付則 

改正後の要綱は、平成２６年１０月１日から適用する。 

付則 

改正後の要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 

付則 

改正後の要綱は、平成３１年２月 1日から適用する。 

 付則 

  改正後の要綱は、令和２年４月１日から適用する。 

 付則 

  改正後の要綱は、令和３年６月２４日から適用する。 

付則 

  改正後の要綱は、令和４年４月１日から適用する。 


